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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

   ４. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累 

     計期間より「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間における、主な事業内容の変更は概ね次の通りです。 

<調味料> 

前連結会計年度に縮小を決定した香辛料の製造販売は、計画通り平成27年９月30日をもって整理し終了しました。

<機能食品> 

前連結会計年度中に事業の撤退を決定した医療栄養食事業は、計画通り平成27年９月30日をもって生産を終了しま

した。 

なお、主要な関係会社における異動はありません。 

  

回次 
第56期 

第２四半期 
連結累計期間 

第57期 
第２四半期 
連結累計期間 

第56期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年９月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年９月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 (千円) 9,685,665 9,698,055 19,386,231 

経常利益 (千円) 596,376 297,631 1,056,564 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 (千円) 

363,273 195,285 680,741 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 316,772 67,738 1,154,982 

純資産額 (千円) 18,974,875 19,090,146 19,196,212 

総資産額 (千円) 24,329,225 24,407,294 24,955,871 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 28.17 15.75 53.59 

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)
純利益金額 (円) 

－ － － 

自己資本比率 (％) 78.0 78.2 76.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー(千円) 

867,144 △95,085 1,904,564 

投資活動による 
キャッシュ・フロー(千円) 

△1,672,129 143,893 △1,488,314 

財務活動による 
キャッシュ・フロー(千円) 

185,902 △243,231 △540,852 

現金及び現金同等物の四半期末 
(期末)残高(千円) 

3,730,339 4,057,778 4,250,494 
 

回次 
第56期 

第２四半期 
連結会計期間 

第57期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成26年７月１日
至  平成26年９月30日

自  平成27年７月１日 
至  平成27年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.03 4.73 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）のわが国経済を取り巻く環境は、円

安による輸出採算の好転や株高などによる雇用・所得環境の改善傾向がみられ、全般的には穏やかな景気回復基調

となっているものの、中国経済をはじめとする海外景気の下振れ懸念などもあり、実態経済の先行きは依然として

不透明な状況にあります。 

食品業界におきましても、円安に伴う原材料価格の上昇などによる物価高、個人消費の回復鈍化、少子高齢化の

進行等、依然として厳しい収益環境が続いております。 

このような中、当社グループでは、中期経営計画「Change＆Challenge」の最終年度にあたり、自らが“変

化”し、新しいことに“挑戦”していく企業風土を醸成しながら、更なる企業価値向上と持続的な成長の実現に向

けた取り組みを進めております。 

具体的には、YSK再興戦略として、i. 事業構造改革の実施、ii. 収益重視の営業推進、iii. 新規事業領域

（「BtoC」市場）の進展、iv. Only One、差別化商品開発・上市の継続、v. 海外第2拠点の確立、vi. 攻めのガバ

ナンスとROEの向上を掲げ、収益性向上のため、既存事業を強化すると共に、前事業年度中に立ち上げた通信販売

事業における化粧品「NAG＋」シリーズの販売推進や、農業分野への進出など新規事業領域の拡大に注力してきま

した。また、製造面では、BCP対策の一環として昨年８月28日に竣工した掛川工場の安定稼働、事業構造の見直し

など、生産性の向上に向けた取り組みも着実に進んでおります。 

連結売上高につきましては、景気回復の期待感に支えられて加工食品用の調味料が、緩やかな需要回復の基調と

なりましたが、機能食品は、引き続き厳しい市場環境にあって減収となったほか、水産物のOEM加工が減少し、連

結売上高は96億98百万円（前年同四半期比12百万円、0.1％増）となりました。利益面につきましては、円安によ

る原材料価格の上昇と動力費の増加などから変動比率が上昇して売上原価を押し上げました。製品価格の値上げに

も取り組んだものの即応とはならず、また、一部低採算品の売上が予想以上に伸長したことや、機能食品セグメン

トにおける主要製品が不振であったこともマイナス要因となりました。さらに、７月からの株式市場における株価

の下落により、退職給付費用が増加したこともあり、連結営業利益は２億64百万円（同２億82百万円、51.6％

減）、連結経常利益は２億97百万円（同２億98百万円、50.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億95

百万円（同１億67百万円、46.2％減）となりました。 
  
セグメント別の業績は以下の通りです。 
  
(調味料) 

調味料は、主に加工食品メーカー向けの液体調味料や粉体調味料の製造販売及び各種わさび類他香辛料の製造販

売です。粉末製品が前期比8.4％増、液体製品が前期比4.9%増と好調に推移したことで、売上高は44億31百万円

（前年同期比２億51百万円、6.0％増）、セグメント利益（営業利益）は、昨年建設した掛川工場の固定費負担と

動力費の増加が重く、３億２百万円（同２億15百万円、41.7％減）となりました。なお、前連結会計年度中に縮小

を決めた香辛料の製造販売は、計画通り当第２四半期をもって整理し、当該製造工場の静岡工場を閉鎖致しまし

た。 

(機能食品) 

機能食品は、機能性食品素材及び機能食品の製造販売及び医療栄養食のOEM製造販売ですが、昨年から引き続き

健康食品市場の競争激化に伴う取引先の受注減少などにより、機能性食品素材及び機能食品が減収となりました。

医療栄養食におけるOEM生産は、OEM元の在庫調整等により受託数量が増加しました。以上の結果、売上高は27億48
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百万円（同１億17百万円、4.1％減）、セグメント利益（営業利益）は２億45百万円（同54百万円、18.2％減）

となりました。なお、前連結会計年度中に事業の撤退を決定した医療栄養食事業は、計画通り当第２四半期をもっ

て生産を終了しました。 

(水産物) 

水産物は、主に冷凍鮪・冷凍鰹の原料販売並びに加工製品の製造販売です。海外向け輸出の回復やカツオタタキ

製品の受注が好調だったものの、鮪のOEM生産など加工部門の減少が大きく、売上高は18億94百万円（同１億７百

万円、5.4％減）となりました。セグメント損失（営業損失）は０百万円（同26百万円減）となりました。 

(その他) 

その他は、その他商品の販売ですが、売上高は６億22百万円（同14百万円、2.3％減）、セグメント利益（営業

利益）は38百万円（同０百万円、0.6％減）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産の総額は、前連結会計年度末に比べ５億48百万円減少し、244億７

百万円となりました。 

流動資産は、原材料及び貯蔵品が３億14百万円、受取手形及び売掛金が２億54百万円増加した一方、現金及び預

金が２億24百万円、その他流動資産が１億99百万円減少したことなどにより５百万円減少し、127億57百万円とな

りました。 

固定資産は、期中の減価償却が設備投資を上回り有形固定資産が３億86百万円、株価の下落による時価評価額の

減少等により投資有価証券が２億５百万円減少したことなどにより５億42百万円減少し、116億49百万円となりま

した。 

流動負債は、未払消費税等が69百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が２億16百万円、未払法人税等が２億

12百万円減少したことなどにより２億75百万円減少し、37億88百万円となりました。 

固定負債は、長期借入金が１億円、繰延税金負債が66百万円減少したことなどにより１億66百万円減少し、15億

29百万円となりました。 

純資産は、その他有価証券評価差額金が１億41百万円減少したことなどにより１億６百万円減少し、190億90百

万円となりました。 

この結果、自己資本比率は78.2％となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は40億57百万円とな

り、前連結会計年度末比１億92百万円減少しました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの

状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果、減少した資金は95百万円（前年同期比９億62百万円減）と

なりました。この内訳の主なものは、税金等調整前四半期純利益２億97百万円、減価償却費４億26百万円などの増

加要因に対し、法人税等の支払額３億15百万円、売上債権の増加２億53百万円、仕入債務の減少２億16百万円など

の減少要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果、増加した資金は１億43百万円（前年同期比18億16百万円

増）となりました。この内訳の主なものは、投資有価証券の売却による収入１億43百万円などの増加要因によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果、減少した資金は２億43百万円（前年同期比４億29百万円

減）となりました。この内訳の主なものは、長期借入金の返済による支出１億円、配当金の支払額１億73百万円な

どの減少要因によるものであります。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

(対処すべき課題) 

  当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配するものの在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  

（株式会社の支配に関する基本方針について） 

①  基本方針の内容 

当社は、当社の支配権の移転を伴うような大規模買付行為（下記③ロaに定義されます。以下同じとします。）

について、それに応じるか否かは、最終的には株主の皆様に判断を委ねるべきものであると考えております。し

たがって、大規模買付行為があった場合にも、それが当社の企業価値の向上又は株主の皆様共同の利益に資する

ものであれば、何らその行為を否定するものではありません。 

しかしながら、当社株式の大規模買付行為の中には、当社が長年に亘り培った企業価値の源泉を理解すること

なく、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益を毀損するおそれがあるものも想定されます。当社といたしま

しては、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点に照らし、このような大規模買付行為を

行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切ではないと考えています。そこで、当社

は、特定の者又はグループが当社の議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得することで、当社の企業価値

又は株主の皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者又はグループは、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令等及び定款によって許容される限度におい

て当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを基本方針といたし

ます。 

②  基本方針の実現に資する取組み 

当社は、基本方針の実現に資する取組みとして以下の施策を実施し、当社グループの企業価値・株主の皆様共

同の利益の確保・向上に努めております。 

イ．３ヵ年中期経営計画「Change & Challenge」 

当社グループは、平成25年度から平成27年度までの３ヵ年中期経営計画「Change & Challenge」を策定し、

新たな価値を創造し続けるグローバルな企業を目指し、本３ヵ年中期経営計画に基づき、“成長への再挑

戦”と位置付けて、４つの柱（(i)既存事業の深化、(ii)新商品（サービス）開発、(iii)新規顧客開拓、及び

(iv)新事業領域開拓）に経営資源（ヒト・物・金）を集中投入し、成長戦略を描いていくことを基本方針と

し、これらに基づく４つの重点施策を着実に進展させることで、当社グループの企業価値又は株主の皆様共同

の利益の確保・向上に努めています。 

(a)  既存コア事業の深耕、BCP対応 

事業構造改革により筋肉質になった収益構造を維持すると共に、当社の主力とする調味料事業及び機能食

品事業を更に深耕します。また、事業継続計画（BCP）の観点から静岡県の内陸部に新工場（掛川工場）を

建設し、平成26年８月に竣工いたしました。引き続き、生産効率向上と事業継続計画（BCP）を着実に進め

てまいります。 

(b)  グローバル展開と新たな海外拠点（東南アジア）の設置 

当社は、成長著しい中国への足掛かりとして平成16年に100％出資子会社「大連味思開生物技術有限公

司」を設立し、海外展開を進めてきました。グローバル展開の第２弾として、今後成長が見込まれる東南ア

ジアのマーケットを視野に入れ、ASEAN地域に海外拠点の設立を目指します。 

(c)  新事業への挑戦 

新たな成長エンジンの確立のため、当社グループの得意とする「おいしさと健康」のカテゴリーに加え、

その周辺領域である農業分野、環境分野、化粧品分野等への事業拡大に挑戦します。 

(d)  グループ経営基盤の強化 

グループ経営基盤の強化を目指し、子会社の事業構造改革を進めるとともに、本体・子会社とも経営指標

を活かした管理を行い、全体最適の観点から収益力の向上と相乗効果の創出を図ります。 
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ロ．コーポレートガバナンスの強化 

当社グループは、ステークホルダーから一層の期待と信頼を獲得するために、健全で透明性の高い経営を目

指し、コーポレート・ガバナンスの強化を経営上の最も重要な課題の一つとして位置付けています。 

当社の取締役会は、社外取締役３名を含む取締役10名、うち、監査等委員である取締役３名で構成され、同

会には子会社を含む重要事項が付議され、審議・決裁するとともに、中期・年次計画に基づく業績の状況につ

いて適時報告し論議・検討しています。また、取締役会を補完する機能として、執行役員制度を導入し、業務

執行に係る責任と権限の明確化、意思決定の迅速化及びコーポレート・ガバナンスの強化を図っています。監

査等委員会は、監査等委員である取締役３名、うち、社外取締役２名で構成され、監査等委員である取締役は

取締役会等に出席し、必要に応じて意見陳述を行うほか、会計監査人ならびに監査等委員以外の取締役からの

報告を受けるなど監査等委員以外の取締役の業務執行について、厳正な適法性及び妥当性監査を行っていま

す。また、当社は、社外取締役３名について、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外役員であると判

断し、当社が上場する金融商品取引所に対し独立役員として届け出ております。かかる独立役員については、

取締役会等における業務執行に係る決定の局面等において、一般株主の利益への配慮がなされるよう、必要な

意見を述べる等、一般株主の利益保護のための行動をとることが期待されます。 

こうした経営体制のもとで、会社法及び金融商品取引法に準拠した内部統制システムの構築、リスクマネジ

メント・コンプライアンス関連の各種委員会を設置・運営することで具体的な施策を推進しています。 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るため、平成27年５月８日開催の取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛

策）（以下「本プラン」といいます。）を継続することを決議し、平成27年６月26日開催の当社56期定時株主総

会において株主の皆様のご承認をいただいております。本プランの概要は、以下のとおりです。 

イ．本プランの目的について 

当社は、買収者等に対して、場合によっては何らかの措置を講ずる必要が生じ得るものと考えますが、上場

会社である以上、買収者等に対して株式を売却するか否かの判断や、買収者等に対して会社の経営を委ねるこ

との是非に関する最終的な判断は、基本的には、個々の株主の皆様のご意思に委ねられるべきものであると考

えております。 

しかしながら、株主の皆様に適切な判断を行っていただくためには、その前提として、当社固有の事業特性

や当社グループの歴史を十分に踏まえていただいた上で、当社の企業価値とその価値を生み出している源泉に

つき適切な把握をしていただくことが必要であると考えます。 

そして、買収者等による当社の支配株式の取得が当社の企業価値やその価値の源泉に対してどのような影響

を及ぼし得るかを把握するためには、買収者等から提供される情報だけでは不十分な場合も容易に想定され、

株主の皆様に適切な判断を行っていただくためには、当社固有の事業特性を十分に理解している当社取締役会

から提供される情報及び当該買収者等による支配株式の取得行為に対する当社取締役会の評価・意見や、場合

によっては当社取締役会によるそれを受けた新たな提案を踏まえていただくことが必要であると考えます。 

したがいまして、当社といたしましては、株主の皆様に対して、これらの多角的な情報を分析し、検討して

いただくための十分な時間を確保することが非常に重要であると考えております。 

以上の見地から、当社は、上記の基本方針を踏まえ、大規模買付行為を行おうとし、又は現に行っている者

（以下「大規模買付者」といいます。）に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮・

交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切

に判断されること、当社取締役会が、特別委員会（下記ロeに定義されます。以下同じとします。）の勧告を受

けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見又は当該大規模買付者が提示する買収提案や事業計画等に代替す

る事業計画等を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行う

こと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な者（具体的には、当社取締役会が所定の手続に従って

定める一定の大規模買付者並びにその共同保有者及び特別関係者並びにこれらの者が実質的に支配し、これら

の者と共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者等をいいます。）によって当社の財務及

び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、本プランによる買収防衛策の継

続が必要であるとの結論に達しました。 

     以上の理由により、当社取締役会は、株主総会において本プランによる買収防衛策の継続をお諮りすること 

    を決定し、平成27年６月26日開催の第56期定時株主総会にて、株主の皆様のご承認をいただきました。 
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ロ．本プランの内容について 

ａ．対抗措置発動の対象となる大規模買付行為の定義 

 次の(a)乃至(c)のいずれかに該当する行為（ただし、当社取締役会が予め承認をした行為を除きま

す。）又はその可能性のある行為（以下「大規模買付行為」と総称します。）がなされ、又はなされようと

する場合に、本プランに基づく対抗措置が発動される場合があります。 

(a) 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の

買付けその他の取得 

(b) 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有

割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得 

 (c) 上記(a)又は(b)に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株主

（複数の場合を含みます。以下本(c)において同じとします。）（ただし、当社が発行者である株券等に

つき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるような当該他の株主に限

ります。）との間で、当該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他

の行為、又は当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれら

の者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為 

ｂ．意向表明書の提出 

大規模買付者には、大規模買付行為の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プランに

定める手続（以下「大規模買付ルール」といいます。）を遵守することを当社取締役会に対して誓約する旨

の大規模買付者代表者による署名又は記名捺印のなされた書面及び当該署名又は記名捺印を行った代表者の

資格証明書（以下、これらを併せて「意向表明書」といいます。）を当社代表取締役社長宛てに提出してい

ただきます。 

ｃ．大規模買付者に対する情報提供要求 

当社取締役会及び特別委員会が意向表明書を受領した日から５営業日以内に、大規模買付者には、当社取

締役会に対して、大規模買付情報を提供していただきます。当社取締役会又は特別委員会が大規模買付情報

の提供が完了したと判断した場合には、当社は、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って直ちにそ

の旨を株主の皆様に対して開示します。 

ｄ．取締役会評価期間の設定等 

当社取締役会は、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行われ

る場合には最長60日間、それ以外の場合には最長90日間を、当社取締役会による評価、検討、意見形成、代

替案立案及び大規模買付者との交渉のための期間として設定します。大規模買付行為は、本プランに別段の

記載なき限り、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。 

ｅ．特別委員会の設置 

当社は、本プランによる買収防衛策の継続にあたり、その発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排

するため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、社外取締役並びに社外有識者の３名以上から構

成される特別委員会（以下「特別委員会」といいます。）を設置します。 

ｆ．特別委員会の勧告手続及び当社取締役会による決議 

大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、当社取締役会がその是正

を書面により当該大規模買付者に対して要求した後５営業日以内に当該違反が是正されない場合には、特別

委員会は、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないことが

必要であることが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に対し

て、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、特別委員会は、原則として、当社取締役会に対して、

大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告します。もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場

合であっても、特別委員会は、当該大規模買付者がいわゆるグリーンメーラーである等一定の事情を有して

いると認められる者であり、かつ、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動が相当であると判断する

場合には、当社取締役会に対して、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 
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当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で対抗措置の発動、不発動又は中止その他必要な

決議を行うものとします。なお、特別委員会から対抗措置不発動の決議をすべき旨の勧告がなされた場合で

あっても、当社取締役会は、かかる特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、当該勧告に従うことにより取

締役の善管注意義務に違反するおそれがある等の事情があると認める場合には、対抗措置を発動するか否か

を株主の皆様に問うべく当社株主総会を招集することができるものとします。 

ｇ．対抗措置の具体的内容 

当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、原則として、会社法第277条以下に

規定される新株予約権の無償割当てによるものとします。ただし、会社法その他の法令等及び当社定款上認

められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には、当該その他の対抗措置が用いられ

ることもあり得るものとします。 

ハ．本プランの有効期間並びに継続、及び廃止について 

本プランの有効期間は、当社第56期定時株主総会において本プランによる買収防衛策継続に関する承認議案

が承認可決された時点から当該定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会後最初に開催される取締役会の終結時までとします。ただし、当該取締役会終結時において、現に

大規模買付行為を行っている者又は当該行為を企図する者であって特別委員会において定める者が存在する場

合には、当該行われている又は企図されている行為への対応のために必要な限度で、かかる有効期間は延長さ

れるものとします。また、かかる有効期間の満了前であっても、(i)当社株主総会において本プランを廃止する

旨の議案が承認された場合、又は(ii)当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本

プランはその時点で廃止されるものとします。よって、本プランは、株主の皆様のご意向に従い、随時これを

廃止させることが可能です。 

④ 上記③の取組みについての取締役会の判断及び理由 

当社取締役会は、本プランは、当社グループの企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上をその目的と

するものであり、基本方針に沿うものと考えます。 

また、本プランは(i)株主、投資家の皆様及び大規模買付者の予見可能性を高めるため、事前の開示がなされて

いること、(ii)本プランの存続が株主の皆様の意思に係らしめられていること、及び(iii)経営者の保身のために

本プランが濫用されることを防止するために、特別委員会を設置し、当社取締役会が対抗措置の発動の是非を判

断する場合には、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとしていること等から、当社取締役会は、本プランは

当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の取締役の地位の維持を目的とす

るものでもないと考えております。 

  

(5) 研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、73百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 13,056,198 13,056,198 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数 
100株 

計 13,056,198 13,056,198 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年７月１日～ 
平成27年９月30日 

－ 13,056,198 － 3,617,642 － 3,414,133 
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(6) 【大株主の状況】 

(注) １．上記信託銀行の所有株式のうち、信託業務に関わる株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行㈱               472千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱           191千株 

２．上記のほか当社所有の自己株式656千株(5.0％)があります。 

  

 

    平成27年９月30日現在 

氏名または名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日油㈱ 東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 1,504 11.5 

㈱静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10 598 4.6 

鈴木 ミツヱ 静岡県焼津市 530 4.1 

日本マスタートラスト信託銀行
㈱ 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 472 3.6 

焼津信用金庫 静岡県焼津市栄町３丁目５－14 321 2.5 

丸啓鰹節㈱ 静岡県御前崎市白羽5808 222 1.7 

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱ 

東京都中央区晴海１丁目８－11 191 1.5 

中野 新之助 静岡県焼津市 188 1.4 

松村 貞敏 静岡県焼津市 179 1.4 

焼津水産化学工業㈱従業員持株
会 

静岡県焼津市小川新町５丁目８-13 128 1.0 

計 － 4,336 33.2 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注)  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

  
２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

 

      平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式       656,200 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式    12,383,100 123,831 １単元の株式数   100株 

単元未満株式 普通株式       16,898 － － 

発行済株式総数   13,056,198 － － 

総株主の議決権 － 123,831 － 
 

    平成27年９月30日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 

の割合(％) 

焼津水産化学工業 
株式会社 

静岡県焼津市小
川新町５丁目８
番13号 

656,200 － 656,200 5.0 

計 － 656,200 － 656,200 5.0 
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第４ 【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、芙蓉監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 4,882,275 4,657,560 

    受取手形及び売掛金 4,266,043 4,520,745 

    商品及び製品 1,350,511 1,272,491 

    仕掛品 143,227 66,128 

    原材料及び貯蔵品 1,781,525 2,095,952 

    繰延税金資産 79,957 81,280 

    その他 267,180 67,401 

    貸倒引当金 △7,153 △3,739 

    流動資産合計 12,763,568 12,757,821 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 3,214,566 3,096,190 

      機械装置及び運搬具（純額） 2,376,593 2,115,948 

      土地 3,000,335 3,000,335 

      リース資産（純額） 33,880 23,369 

      その他（純額） 55,208 57,903 

      有形固定資産合計 8,680,584 8,293,747 

    無形固定資産 72,054 61,525 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 3,216,012 3,010,586 

      退職給付に係る資産 53,532 115,679 

      繰延税金資産 3,752 4,656 

      その他 173,936 169,848 

      貸倒引当金 △7,571 △6,571 

      投資その他の資産合計 3,439,662 3,294,200 

    固定資産合計 12,192,302 11,649,473 

  資産合計 24,955,871 24,407,294 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 1,908,056 1,691,686 

    短期借入金 1,000,000 1,040,000 

    1年内返済予定の長期借入金 200,000 200,000 

    リース債務 19,201 11,629 

    未払法人税等 323,583 111,214 

    未払消費税等 23,144 92,224 

    賞与引当金 115,231 157,393 

    役員賞与引当金 － 9,000 

    その他 474,770 474,944 

    流動負債合計 4,063,988 3,788,092 

  固定負債     

    長期借入金 1,100,000 1,000,000 

    リース債務 17,350 13,083 

    繰延税金負債 553,142 487,125 

    退職給付に係る負債 11,742 18,837 

    長期未払金 13,434 10,010 

    固定負債合計 1,695,670 1,529,056 

  負債合計 5,759,658 5,317,148 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 3,617,642 3,617,642 

    資本剰余金 3,414,133 3,414,133 

    利益剰余金 11,489,360 11,511,044 

    自己株式 △623,001 △623,051 

    株主資本合計 17,898,135 17,919,769 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 1,153,426 1,011,918 

    為替換算調整勘定 143,798 157,759 

    その他の包括利益累計額合計 1,297,224 1,169,677 

  新株予約権 853 699 

  純資産合計 19,196,212 19,090,146 

負債純資産合計 24,955,871 24,407,294 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 9,685,665 9,698,055 

売上原価 7,579,539 7,788,578 

売上総利益 2,106,126 1,909,476 

販売費及び一般管理費 ※１  1,559,184 ※１  1,644,618 

営業利益 546,941 264,858 

営業外収益     

  受取利息 2,721 624 

  受取配当金 34,039 28,881 

  受取賃貸料 658 2,125 

  為替差益 2,264 － 

  その他 22,362 31,411 

  営業外収益合計 62,045 63,041 

営業外費用     

  支払利息 1,772 1,446 

  為替差損 － 810 

  たな卸資産廃棄損 3,953 23,605 

  その他 6,885 4,405 

  営業外費用合計 12,611 30,268 

経常利益 596,376 297,631 

特別利益     

  固定資産売却益 429 1,522 

  特別利益合計 429 1,522 

特別損失     

  固定資産除却損 120 757 

  賃貸借契約解約損 － 525 

  損害賠償金 16,969 － 

  会員権売却損 781 － 

  特別損失合計 17,872 1,282 

税金等調整前四半期純利益 578,933 297,872 

法人税等 215,660 102,586 

四半期純利益 363,273 195,285 

親会社株主に帰属する四半期純利益 363,273 195,285 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 363,273 195,285 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △14,006 △141,507 

  為替換算調整勘定 △32,494 13,961 

  その他の包括利益合計 △46,501 △127,546 

四半期包括利益 316,772 67,738 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 316,772 67,738 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 578,933 297,872 

  減価償却費 310,198 426,819 

  のれん償却額 764 764 

  
退職給付に係る資産及び負債の増減額（△は減
少） 

△94,962 △55,051 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 475 △4,413 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 48,595 42,162 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） 9,000 9,000 

  受取利息及び受取配当金 △36,760 △29,505 

  支払利息 1,772 1,446 

  為替差損益（△は益） △3,239 1,668 

  有形固定資産除却損 120 757 

  有形固定資産売却損益（△は益） △429 △1,522 

  会員権売却損益（△は益） 781 － 

  損害賠償損失 16,969 － 

  売上債権の増減額（△は増加） △190,285 △253,205 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △56,785 △158,203 

  その他の流動資産の増減額（△は増加） △27,650 72,912 

  その他の固定資産の増減額（△は増加） 1,815 3,793 

  仕入債務の増減額（△は減少） 238,051 △216,805 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △67,229 67,981 

  その他の流動負債の増減額（△は減少） △35,799 △2,147 

  その他の固定負債の増減額（△は減少） － △3,424 

  その他 1,712 △8,626 

  小計 696,048 192,272 

  利息及び配当金の受取額 36,760 29,505 

  利息の支払額 △1,908 △1,467 

  法人税等の支払額 △37,778 △315,395 

  法人税等の還付額 190,992 － 

  損害賠償金の支払額 △16,969 － 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 867,144 △95,085 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △446,781 △426,781 

  定期預金の払戻による収入 458,781 458,781 

  有形固定資産の取得による支出 △1,679,844 △27,267 

  有形固定資産の売却による収入 975 － 

  無形固定資産の取得による支出 △3,320 △1,280 

  投資有価証券の取得による支出 △2,758 △3,002 

  投資有価証券の売却による収入 - 143,431 

  会員権の売却による収入 818 － 

  その他 － 12 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,672,129 143,893 
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                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 40,000 

  長期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000 

  自己株式の取得による支出 △45 △50 

  新株予約権の発行による収入 856 － 

  配当金の支払額 △205,448 △173,388 

  リース債務の返済による支出 △9,459 △9,792 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 185,902 △243,231 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,203 1,708 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △616,878 △192,715 

現金及び現金同等物の期首残高 4,347,218 4,250,494 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  3,730,339 ※１  4,057,778 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

   「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準 

   」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平 

   成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か 

   ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計 

   期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

    なお、当該表示の変更以外については影響はありません。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  
当第２四半期連結累計期間 

(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

１．税金費用の計算   当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算する方法を採用しております。 
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(四半期連結損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 

前第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

  

従業員給与手当 220,100千円

賞与引当金繰入額 67,539  

役員賞与引当金繰入額 9,000  

減価償却費 57,560  
 

  

従業員給与手当 226,152千円

賞与引当金繰入額 63,002  

役員賞与引当金繰入額 9,000  

減価償却費 39,218  
 

 

前第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

  

現金及び預金勘定 4,350,121千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△619,781千円

現金及び現金同等物 3,730,339千円
 

  

  4,657,560千円

  △599,781千円

  4,057,778千円
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

配当に関する事項 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

配当に関する事項 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 206,302 16 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日 
取締役会 

普通株式 128,938 10 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 173,600 14 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月６日 
取締役会 

普通株式 123,999 10 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  前第２四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他商品であります。 

２．セグメント利益の調整額334,613千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務、経理部門等管理部門に係る経費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  当第２四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他商品であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額319,336千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務、経理部門等管理部門に係る経費

であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

    (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結損益

計算書計上額 

(注)３ 調味料 機能食品 水産物 計 

売上高                

(1）外部顧客への売上高 4,179,875 2,866,468 2,002,201 9,048,545 637,119 9,685,665 － 9,685,665

(2）セグメント間の内部 

    売上高または振替高 
－ － 7,661 7,661 － 7,661 (7,661) －

計 4,179,875 2,866,468 2,009,862 9,056,206 637,119 9,693,326 (7,661) 9,685,665

セグメント利益 517,996 299,502 25,822 843,321 38,234 881,555 (334,613) 546,941
 

    (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結損益

計算書計上額 

(注)３ 調味料 機能食品 水産物 計 

売上高                

(1）外部顧客への売上高 4,431,634 2,748,962 1,894,852 9,075,450 622,605 9,698,055 － 9,698,055

(2）セグメント間の内部 

    売上高または振替高 
－ － 4,586 4,586 － 4,586 (4,586) －

計 4,431,634 2,748,962 1,899,438 9,080,036 622,605 9,702,642 (4,586) 9,698,055

セグメント利益 

又は損失(△) 
302,042 245,139 △999 546,182 38,012 584,194 (319,336) 264,858

 

― 22 ―



(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

２ 【その他】 

平成27年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)  中間配当による配当金の総額          123,999千円 

(ロ)  １株当たりの金額                   10円 

(ハ)  支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成27年12月２日 

(注)  平成27年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

 

  
前第２四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額（円） 28.17 15.75 

（算定上の基礎）     

    親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 363,273 195,285 

    普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純利益（千円） 

363,273 195,285 

    期中平均株式数（千株） 12,893 12,400 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年11月６日

焼津水産化学工業株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている焼津水産化学工

業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日

から平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、焼津水産化学工業株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

芙蓉監査法人 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    鈴木 潤    印 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    鈴木  信行    印 
 

  

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成27年11月13日 

【会社名】 焼津水産化学工業株式会社 

【英訳名】 YAIZU SUISANKAGAKU INDUSTRY CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山本 和広 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 静岡県焼津市小川新町５丁目８番13号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長山本和広は、当社の第57期第２四半期（自平成27年７月１日  至平成27年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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